
   富山県警察職員の勤務時間等、休暇及び勤務管理の細部的運用について     

   （例規通達） 

 この度、富山県警察職員の勤務時間等及び勤務管理に関する訓令（昭和63年富山県警察

本部訓令第６号。以下「訓令」という｡）を一部改正し、令和６年４月１日から富山県警

察職員（非常勤職員を除く。以下「職員」という｡）の勤務時間等、休暇及び勤務管理に

ついて、次により運用することとしたから、職員に周知を図り、誤りのないようにされた

い。 

 なお、「富山県警察職員の勤務時間等、休暇及び勤務管理の細部的運用について」（平

成７年３月30日付け富務第250号）は廃止する。 

記 

第１ 通常勤務者の週休日、勤務時間等（訓令第２条関係） 

 １ 通常勤務者の週休日 

   通常勤務者の週休日は、日曜日及び土曜日である。 

 ２ 通常勤務者の勤務時間等 

  ⑴ 正規の勤務時間 

    県職員及び県費負担教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（昭和26年富

山県条例第73号。以下「条例」という。）第２条第１項及び第３条の規定により、

正規の勤務時間は１週間当たり38時間45分、かつ、１日につき７時間45分となるよ

うに月曜日から金曜日までの５日間に割り振ることとされることから、月曜日から

金曜日までの午前８時30分から午後零時まで及び午後１時から午後５時15分までに

正規の勤務時間を割り振った。 

  ⑵ 休憩時間 

    条例第６条第１項の規定により、１日の勤務時間が６時間を超える場合において

は、少なくとも１時間の休憩時間を正規の勤務時間の途中に置かなければならない

こととされることから、月曜日から金曜日までの午後零時から午後１時までに正規

の勤務時間に含めないで休憩時間を割り振った。 

第２ 特別勤務者の勤務制、割振単位期間、週休日及び勤務時間等（訓令第３条関係） 

 １ 特別勤務者の勤務制 

   特別勤務者とは、通常勤務者以外の職員で、具体的には、訓令別表第１に掲げる職

員をいう。特別勤務者の勤務制は、次のとおりである。 

  ⑴ 毎日制勤務 

    日勤（７時間45分の正規の勤務時間が割り振られた日における勤務をいう。以下

同じ｡）により運用される勤務制で、駐在制勤務以外のものをいう。 

  ⑵ 駐在制勤務 

    日勤により運用される勤務制で、勤務部署の住居施設に居住しながら行うものを

いう。 

  ⑶ ３交替制勤務 

    当番（15時間30分の正規の勤務時間が日をまたいで割り振られた連続する２の日

における勤務をいう。以下同じ｡）及び日勤により運用される勤務制で、当番が３日

ごとのものをいう。 



  ⑷ ４交替制勤務 

    当番及び日勤により運用される勤務制で、当番が４日ごとのものをいう。 

  ⑸ ６交替制勤務 

    当番及び日勤により運用される勤務制で、当番が６日ごとのものをいう。 

 ２ 特別勤務者の割振単位期間 

   条例第４条第１項及び第４条第２項本文の規定により、特別勤務者について週休日

及び正規の勤務時間を割り振る単位となる期間である割振単位期間は、その勤務制の

区分に応じ、平成元年５月28日を初日とする４週間、３週間又は６週間ごとの期間と

した。 

 ３ 特別勤務者の週休日 

   条例第４条第１項及び第４条第２項本文の規定により、特別勤務者の週休日は、割

振単位期間が４週間ごとの期間の者については８日、割振単位期間が３週間ごとの期

間の者については６日、割振単位期間が６週間ごとの期間の者については12日をそれ

ぞれの割振単位期間ごとに割り振ることとした。 

 ４ 特別勤務者の正規の勤務時間等 

  ⑴ 正規の勤務時間 

    条例第４条第１項及び第４条第２項本文並びに県職員及び県費負担教職員の勤務

時間、休日及び休暇に関する規則（昭和26年富山県人事委員会規則第７号。以下「規

則」という｡）第２条第１項の規定により、割振単位期間が４週間ごとの期間の者に

ついては155時間、割振単位期間が３週間ごとの期間の者については116時間15分、

割振単位期間が６週間ごとの期間の者については232時間30分の正規の勤務時間を

それぞれの割振単位期間ごとに割り振り、勤務日が引き続き12日を超えないように

し、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないようにする

こととした。 

  ⑵ 休憩時間 

    条例第６条第１項の規定により、当番日には８時間30分（警察署から離れた交番、

警察本部執行隊本隊から離れた分駐所等に勤務する警察官にあっては、勤務の引継

ぎに要する時間を考慮し、９時間)､日勤日（日勤に係る勤務日をいう。以下同じ｡）

には１時間（毎日制勤務者の場合は、45分又は１時間）の休憩時間を正規の勤務時

間に含めないで置くこととした。 

  ⑶ 休息時間 

    条例の規定により、特別勤務者の休息時間については、正規の勤務時間内に休息

時間を置く。１回につき15分とし、できる限り、おおむね正規の勤務時間４時間（３

時間30分から４時間30分までの間の時間）ごとに置くものとする。ただし、１回の

勤務における休息時間は、１回の勤務に割り振られた勤務時間が10時間15分未満で

ある場合にあっては１回、当該勤務時間が10時間15分以上15時間30分以下である場

合にあっては２回とする。 

    なお、休息時間は、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続して置いて

はならないこととし、通常勤務者と同様の勤務時間帯に正規の勤務時間を割り振る

日勤日については、通常勤務者との均衡から休息時間を置かないこととした。 



 ５ 特別勤務者の勤務の弾力的な割振り 

   所属長は、特別勤務者について、前記１から４まで及び訓令別表第２に定める基準

その他関係規程に定めるところにより、業務処理の必要等に応じて弾力的に勤務日、

週休日及び正規の勤務時間の割振り、勤務の開始及び終了の時刻の設定等をすること

ができるものであり、その適正な勤務管理に配意しつつ、合理的かつ効率的な運用に

努めなければならない。 

第３ 勤務時間等の割振り変更（訓令第４条関係） 

   所属長は、突発事件事故の処理をする必要がある場合、一斉警戒、早朝等の交通監

視等を行うため職員を動員する必要がある場合等公務の運営上臨時の必要がある場合

は、通常勤務者及び特別勤務者について、勤務時間が連続する１の勤務日である限り、

勤務の開始時刻を繰り上げて当該繰り上げた時間分勤務の終了時刻を繰り上げ、若し

くは勤務の開始時刻を繰り下げて当該繰り下げた時間分勤務の終了時刻を繰り下げ、

又は休憩時間を他の時間帯に移す等勤務時間等の割振りの変更をすることができる。 

第４ 時間外勤務（訓令第５条・第５条の２関係） 

 １ 時間外勤務の抑制 

   所属長は、所属の業務の総量を的確に把握し、事務の分配及び人員配置を適正にす

るとともに、事務処理の合理化及び能率化を図り、正規の勤務時間内に事務を処理す

るよう職員を指揮監督するものとし、時間外勤務の命令は、真にやむを得ない場合に、

職員の健康及び福祉を害しないよう考慮し行うものとする。 

   また、所属を離れての各種訓練、応援派遣捜査、出張捜査その他公務旅行を行う職員

に対する時間外勤務の命令は、あらかじめ、所属長が旅行目的地において正規の勤務時

間を超えて勤務すべきことを明確にして行うものとする。 

 ２ 時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限 

  ⑴ 適用除外職員 

    訓令第５条の２第１項の「別表第１に掲げる事業に従事する職員」は、警察学校

に勤務する職員（初任科生を除く。）とする。 

  ⑵ 上限時間等 

    訓令第５条の２に規定する時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限については、

次のとおりとする。 

   ア 次のイに規定する所属以外の所属に勤務する職員 

    (ｱ) 次の(ｲ)に掲げる職員以外の職員 次のａ及びｂに定める時間 

     ａ １か月において時間外勤務を命ずる時間について45時間 

     ｂ １年において時間外勤務を命ずる時間について360時間 

    (ｲ) １年において勤務する所属が次のイに規定する所属からこのアに規定する所

属となった職員 次のａ、ｂ及びｃに定める時間及び月数（ｃにあっては、期

間及び時間） 

     ａ １年において時間外勤務を命ずる時間について720時間 

     ｂ 異動等によりこのアに規定する所属となった日から当該日が属する月の末

日までの期間（以下「特定期間」という。）にあっては、次の(a)、(b)及び(c)

に定める時間及び月数 



      (a) １か月において時間外勤務を命ずる時間について100時間未満 

      (b) １か月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１か月、２か月、３

か月、４か月及び５か月の期間を加えたそれぞれ（以下「２～６か月」と

いう。）の期間において時間外勤務を命ずる時間の１か月当たりの平均時

間について80時間 

      (c) １年のうち１か月において45時間を超えて時間外勤務を命ずる月数につ

いて６か月 

     ｃ 特定期間の末日の翌日から３月31日までの期間にあっては、次の(a)及び(b)

に定める期間及び時間 

      (a) １か月において時間外勤務を命ずる時間について45時間 

      (b) 時間外勤務を命ずる時間について30時間に当該期間の月数を乗じて得た

時間（任命権者を異にする異動により前記(ｲ)に掲げる職員に該当すること

となった者に時間外勤務を命ずる場合にあっては、360時間から特定期間に

おいて当該職員に命じた時間外勤務の時間を減じて得た時間） 

   イ 他律的業務の比重が高いものとして本部長が指定する所属に勤務する職員 次

の(ｱ)から(ｴ)に定める時間及び月数 

    (ｱ) １か月において時間外勤務を命ずる時間について100時間未満 

    (ｲ) １年において時間外勤務を命ずる期間について720時間 

    (ｳ) ２～６か月の期間において時間外勤務を命ずる時間の１か月当たりの平均時

間について80時間 

    (ｴ) １年のうち１か月において45時間を超えて時間外勤務を命ずる月数について

６か月 

  ⑶ 上限の適用期間等 

    前記⑵に規定する上限時間等に定める「１か月」とは、月の初日から末日までの

期間をいい、「１年」とは、４月１日から翌年３月31日までの期間をいう。 

  ⑷ 任命権者を異にする異動をした場合の算定 

    職員が任命権者を異にする異動をした場合においては、上限時間等の適用に係る

当該異動前後の時間外勤務の時間を通算して算定するものとする。 

  ⑸ 異動した場合の通知 

    職員が異動した場合には、当該職員に係る異動前の所属長は、当該職員に係る異

動後の所属長に上限時間等の算定に必要な事項を通知するものとする。 

  ⑹ 特例時間外勤務 

   ア 訓令第５条の２第２項に規定する特例業務の範囲は、職員が従事する業務の状

況を考慮して必要最小限のものとしなければならない。 

   イ 所属長は、特例業務に従事する職員に対し、上限時間等を超えて時間外勤務を

命ずる場合には、あらかじめ、当該命じた時間外勤務は規則第６条の２第１項の

適用を受けないもの（以下「特例時間外勤務」という。）であることを職員に通

知するものとする。ただし、特例業務の処理に要する時間が見込み難いため上限

時間等を超えて時間外勤務を命ずる必要があるかどうかを判断することが困難で

あることその他の事由により職員にあらかじめ通知することが困難である場合は、



事後において速やかに通知するものとする。 

  ⑺ 整理分析等 

    訓令第５条の２第３項の規定により、時間外勤務に係る要因の整理、分析及び検

証を行うに当たっては、上限時間等を超えて時間外勤務を命ぜられた職員について、

所属、係、氏名、特例時間外勤務を命じた月又は年における時間外勤務の時間又は

月数及び当該月又は年における上限時間等、当該職員が従事した特例業務の概要並

びに人員配置又は業務分担の見直し等によっても同条第２項の適用を回避すること

ができなかった理由を記録しなければならない。 

 ３ 時間外勤務命令 

   共通事務システムの実績簿により管理するものとする。 

第５ 週休日の振替等（訓令第６条関係） 

 １ 週休日の振替 

   職員に対し、週休日において、７時間45分以上勤務することを命ずる場合（宿日直

勤務を命ずる場合を除く｡）には、公務の運営上特に支障がない限り、その勤務するこ

とを命ずる日を起算日とする４週間前の日から16週間後の日までの期間内にあるいず

れかの勤務日を週休日に変更し、その日に割り振ってあった正規の勤務時間を当該勤

務することを命ずる日に割り振ること（以下「振替」という｡)により、職員について

週休日が減少しないようにしなければならない。 

 ２ 勤務時間の割振り変更 

   職員に対し、週休日において３時間30分以上勤務することを命ずる場合（宿日直勤

務を命ずる場合を除く｡）には、その勤務することを命ずる日を起算日とする４週間前

の日から16週間後の日までの期間内にあるいずれかの勤務日の正規の勤務時間のうち

勤務の開始時刻から連続し、又は勤務の終了時刻までに連続する３時間30分、４時間

又は４時間15分を当該勤務日に割り振ることをやめ、その時間を当該勤務することを

命ずる日に正規の勤務時間として割り振ることができる。 

   なお、週休日２日にそれぞれ３時間30分、４時間15分の勤務を命じた場合には、７

時間45分の正規の勤務を割り振られた勤務日１日を週休日とすることができる。 

 ３ 週休日の振替等を行う場合の留意事項 

   週休日の振替及び勤務時間の割振り変更（以下「振替等」という｡）を行う場合には、

次の事項に留意しなければならない。 

  ⑴ 一の週休日について、週休日の振替及び勤務時間の割振り変更の双方を行うこと

ができる場合には、できる限り週休日の振替を行うこと。 

  ⑵ 振替等を行った後においては、規則第３条第３項の規定により、週休日が毎４週

間につき４日以上になるようにし、かつ、勤務日等が引き続き24日を超えないよう

にすること。この場合において、「毎４週間」は、４週間ごとの割振単位期間を当

てはめて運用するものとする。 

  ⑶ 振替等を行う場合において、勤務することを命ずる必要のある日に割り振る正規

の勤務時間は、原則として、次の時間帯に割り振ること。ただし、これと異なる時

間帯に割り振ることが業務上特に必要があると認める場合には、他の時間帯に割り

振ることができる。 



   ア 週休日の振替を行う場合 

     週休日に変更される勤務日に割り振ってあった、正規の勤務時間の勤務の開始

時刻から終了時刻までの時間帯 

   イ 勤務時間の割振り変更を行う場合 

     その職員の通常の勤務日の通常の開始時刻から、勤務の終了時刻までの時間帯

の範囲内 

  ⑷ 振替等は１回限りとされるので 、振替等をしたものを再度振替等しないこと。 

 ４ 振替等の原則 

   職員に対し週休日において３時間30分以上の勤務を命ずる場合は、できる限り振替

等の措置を講じて職員の週休日の減少の防止に努め、これが困難な場合に時間外勤務

処理を行うものとする。 

 ５ 振替等の手続等 

  ⑴ 所属長への権限の委任 

    振替等を行う権限は、事件事故その他事案の突発性とこれに即応する警察業務の

特殊性を考慮して、条例第５条の規定による本部長の権限を所属長に委任すること

とした。これに伴い、所属長は、当該所属職員の振替等については、前記１から４

までの要領及びこの５に定めるところに基づく適切な処理が行われるようにするた

め、訓令第13条第２項に規定する勤務管理者及び(2)の振替担当者を指揮監督しなけ

ればならない。 

  ⑵ 振替担当者 

    各所属に振替等の措置の要否について判断を行う振替担当者を置き、次の表の左

欄に掲げる職員に対して、それぞれ同表の右欄に掲げる者をもって充てる。 

職                    員 振  替  担  当  者 

警察本部 

の職員 

課長補佐、室長補佐、隊長補佐、所長補

佐、科長及びこれらに相当する職（以下

「課長補佐等」という｡)以上の職にある

職員 

課長、室長、隊長、所長、センター

長又は警察学校長 

係長及び小隊長以下の職にある職員 それぞれの職員の直属の上司とし

て課長補佐等の職務を行う職員 

警察署の

職員 

課長及びこれに相当する職（以下「課長

等」という｡)以上の職にある職員 

警察署長 

係長及びこれに相当する職以下の職にあ

る職員 

それぞれの職員の直属の上司とし

て課長等の職務を行う職員（これ

らの職員の配置がない場合にあっ

ては、副署長又は次長） 

  ⑶ 振替等の事務処理手続 

   ア 振替担当者は、職員が週休日において３時間30分以上の勤務を命じられた場合

において、振替等を行おうとするときは、週休日の振替簿（別記様式第１号。以

下「振替簿」という｡）により、その勤務を命ずる日、勤務時間、休憩時間、勤務

の内容、週休日とする日等を明らかにし、速やかに勤務管理者を経由して、所属

長の承認を得るものとする。ただし、振替簿に記載することとされている事項が



全て含まれている場合には、所属長は、別に様式を定めることができる。 

   イ 振替担当者は、振替簿の内容について所属長の承認を得たときは、規則第３条

第５項の規定の趣旨に基づき、速やかに当該職員に通知し共通事務システムの電

子申請の事務処理をするものとする。 

第６ 宿日直勤務（訓令第７条関係） 

   共通事務システム実績簿により管理するものとする。 

第６の２ 時間外勤務代休時間（訓令第７条の２関係） 

 １ 時間外勤務代休時間の指定 

  ⑴ 時間外勤務代休時間の時間数 

    時間外勤務代休時間を指定する場合には、60時間を超える時間外勤務の時間の区

分に応じ、それぞれ次の時間数を指定するものとする。 

   ア 通常の勤務日の時間外勤務時間数×100分の25 

   イ 短時間勤務職員について、正規の勤務時間との合計が７時間45分に達するまで

の間の時間外勤務時間数×100分の50 

   ウ 週休日の時間外勤務時間数×100分の15 

  ⑵ 指定できる単位 

    時間外勤務代休時間の指定は、４時間又は７時間45分を単位として行うものとす

る。また、時間外勤務代休時間と年次休暇を合わせた４時間又は７時間45分とする

ことも可能であり、その場合の時間外勤務代休時間の指定は、４時間又は７時間45

分から年次休暇取得時間を減じた時間で指定するものとする。 

  ⑶ 指定する時間帯 

    時間外勤務代休時間は、勤務時間が割り振られた日（休日及び代休日を除く。）

の始業の時間又は終業の時刻まで連続する時間について行うものとする。 

 ２ 事務処理手続 

   時間外勤務代休時間の指定は、60時間を超える時間外勤務を命じた月の末日の直後

の給料の支給日までに、訓令別記様式第１号の時間外勤務代休時間指定簿により、時

間外勤務代休時間を指定するものとする。ただし、訓令別記様式第１号の時間外勤務

代休時間指定簿に記載することとされている事項が全て含まれる場合には、所属長は

別に様式を定めることができる。 

   なお、時間外勤務代休時間の指定前において職員から時間外勤務代休時間の指定を

希望しない旨を申し出た場合には、時間外勤務代休時間を指定しないこととする。 

第７ 深夜勤務及び時間外勤務の制限（訓令第７条の３関係） 

   条例第８条の２に規定する育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限の細部的取扱いは、次のとおりとする。 

 １ 深夜勤務の制限の請求対象職員 

  ⑴ 育児を事由とする場合 

    育児を事由として深夜勤務の制限を請求することができる職員は、小学校就学の

始期に達するまで（満６歳に達する日以降最初の３月31日までをいう。以下同じ。）

の子（民法（明治29年法律第89号。）第817条の２第１項の規定により職員が当該職

員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し



た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号。）第27条第

１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員

に委託されている児童及び児童福祉法第６条の４第１号に規定する養育里親である

職員（児童の親その他の同法第27条第４項に規定する者の意に反するため、同項の

規定により、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託

することができない職員に限る。）に同法第27条第１項第３号の規定により委託さ

れている当該児童を含む。以下第７の３⑴及び第10の３⑴において同じ。）を養育

する職員である。ただし、当該職員の配偶者で当該子の親であるものが、次のいず

れにも該当する者である場合を除く。 

   ア 深夜において就業していない者（深夜における就業日数が１月について３日以

下の者を含む。）であること。 

   イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育するこ

とが困難な状態にある者でないこと。 

   ウ ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定でない者又

は産後８週間を経過している者であること。 

  ⑵ 介護を事由とする場合 

    介護を事由として深夜勤務の制限を請求することができる職員は、次に掲げる者

で負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるもの（以下（「要介護者」という。）を介護する職員である。 

   ア 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下第

７の１⑵で同じ。）、父母及び子 

   イ 配偶者の父母 

   ウ 祖父母、孫及び兄弟姉妹 

   エ 父母の配偶者、配偶者の父母の配偶者（同居しているものに限る。） 

   オ 子の配偶者、配偶者の子（同居しているものに限る。） 

 ２ 深夜勤務の制限の請求手続等 

  ⑴ 深夜勤務の制限の請求は、訓令別記様式第２号の深夜勤務・時間外勤務制限請求

書によりできる限り長い期間について一括して行うものとする。 

  ⑵ 所属長は、深夜勤務の制限について職員から請求があった場合は、請求に係る時

期における職員の業務の内容、業務量、代替者の配置の難易等を総合的に判断し、

公務の正常な運営が妨げられる場合にあっては、当該妨げられる日及び時間帯を当

該請求を行った職員に通知するものとする。当該通知後において、公務の正常な運

営が妨げられる日のあることが明らかとなった場合にあっては、所属長は、当該日

の前日までに、当該請求を行った職員に対してその旨を通知するものとする。 

  ⑶ 所属長は、深夜勤務の制限の請求に係る事由について確認する必要があると認め

るときは、当該請求をした職員に対して証明書類の提出を求めることができる。 

  ⑷ 育児を事由とする深夜勤務の制限の請求は、子が出生する前においても行うこと

ができるものとする。この場合において、当該請求を行った職員は、子が出生した

後、速やかに、当該子の生年月日を所属長に届け出なければならない。 



  ⑸ 深夜勤務の制限の請求がされた後、深夜勤務の制限の初日（以下「深夜勤務制限

開始日」という。）とされた日の前日までに、次に掲げるいずれかの事由が生じた

場合には、当該請求はされなかったものとみなす。 

   ア 育児を事由とする深夜勤務の制限の場合 

    (ｱ) 当該請求に係る子が死亡した場合 

    (ｲ) 当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消により当該請求をした職員の子

でなくなった場合 

    (ｳ) 当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合 

    (ｴ) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護対象者等が民法第817条の２第

１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了したこと（特別養子縁組の成

立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法

第27条第１項第３号の規定による措置が解除されたことにより当該特別養子縁

組の成立前の監護対象者等でなくなった場合 

    (ｵ) 前記(ｱ)、(ｲ)又は(ｴ)に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が第７の１⑴

に規定する職員に該当しなくなった場合 

   イ 介護を事由とする深夜勤務の制限の場合 

    (ｱ) 当該請求に係る要介護者が死亡した場合 

    (ｲ) 当該請求に係る要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した場合 

  ⑹ 深夜勤務制限開始日以降制限の末日とされた日の前日までに、次に掲げるいずれ

かの事由が生じた場合には、当該深夜勤務の制限の請求は、当該事由が生じた日を

制限の末日とする請求であったものとみなす。 

   ア 育児を事由とする深夜勤務の制限の場合 

     前記⑸アに掲げるいずれかの事由が生じた場合 

   イ 介護を事由とする深夜勤務の制限の場合 

    (ｱ) 前記⑸イに掲げるいずれかの事由が生じた場合 

    (ｲ) 当該請求をした職員について、介護休暇期間が始まった場合 

    (ｳ) その他当該請求をした職員が請求に係る要介護者を介護する必要がなくなっ

た場合 

  ⑺ 前記⑸及び⑹の場合に該当することとなった職員は、遅滞なく、訓令別記様式第

２号の２の育児又は介護の状況変更届により所属長に届け出なければならない。 

 ３ 時間外勤務の制限の請求対象職員 

  ⑴ 育児を事由とする場合 

   ア 訓令第７条の３第３項の規定により、育児を事由として時間外勤務の制限を請

求することができる職員は、３歳に満たない子を養育する職員である。 

   イ 訓令第７条の３第４項の規定により、育児を事由として時間外勤務の制限を請

求することができる職員は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員

である。 

  ⑵ 介護を事由とする場合 

    介護を事由として時間外勤務の制限を請求することができる職員は、第７の１



⑵に掲げる職員である。 

 ４ 時間外勤務の制限の請求手続等 

  ⑴ 時間外勤務の制限の請求は、訓令別記様式第２号の深夜勤務・時間外勤務制限請

求書により制限が必要な期間について一括して行うものとする。 

  ⑵ 所属長は、時間外勤務の制限について職員から請求があった場合は、当該職員の

業務の処理方法、業務分担、人員配置の変更等の代替措置を講ずることが著しく困

難であるかどうかについて判断し、速やかに、当該請求をした職員に承認の可否を

通知するものとする。 

  ⑶ 所属長は、前記⑴の請求が当該請求のあった日の翌日から起算して１週間を経過

する日（以下「１週間経過日」という。）前の日を時間外勤務の制限の初日（以下

「時間外勤務制限開始日」という。）とする請求であった場合で、当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ずるために必要があると認めるときは、当該

時間外勤務制限開始日から１週間経過日までの間のいずれかの日に時間外勤務制限

開始日を変更することができる。 

  ⑷ 所属長は、前記⑶の規定により時間外勤務制限開始日を変更した場合において

は、当該時間外勤務制限開始日を変更前の時間外勤務制限開始日の前日までに、当

該請求をした職員に対して通知するものとする。 

  ⑸ 所属長は、時間外勤務の制限の請求に係る事由について確認する必要があると認

めるときは、当該請求をした職員に対して証明書類の提出を求めることができる。 

  ⑹ 育児を事由とする時間外勤務の制限の請求は、子が出生する前においても行うこ

とができるものとする。この場合において、当該請求を行った職員は、子が出生し

た後、速やかに、当該子の生年月日を所属長に届け出なければならない。 

  ⑺ 時間外勤務の制限の請求がされた後、時間外勤務制限開始日の前日までに、次に

掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。 

   ア 育児を事由とする時間外勤務の制限の場合 

    (ｱ) 当該請求に係る子が死亡した場合 

    (ｲ) 当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消により当該請求をした職員の子

でなくなった場合 

    (ｳ) 当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合 

    (ｴ) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護対象者等が民法第817条の２第

１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了したこと（特別養子縁組の成

立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法

第27条第１項第３号の規定による措置が解除されたことにより当該特別養子縁

組の成立前の監護対象者等でなくなった場合 

    (ｵ) 前記(ｱ)、(ｲ)又は(ｴ)に掲げる場合のほか、当該請求をした職員 

がそれぞれ第７の３⑴ア及びイに規定する職員に該当しなくなった場合 

   イ 介護を事由とする時間外勤務の制限の場合 

    (ｱ) 当該請求に係る要介護者が死亡した場合 

    (ｲ) 当該請求に係る要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した場合 

  ⑻ 時間外勤務制限開始日以降制限の末日とされた日の前日までに、次に掲げるいず



れかの事由が生じた場合には、当該時間外勤務の制限の請求は、当該事由が生じた

日を制限の末日とする請求であったものとみなす。 

   ア 育児を事由とする時間外勤務の制限の場合 

    (ｱ) 前記⑺アに掲げるいずれかの事由が生じた場合 

    (ｲ) 当該請求に係る子が、条例第８条の２第２項の規定による請求にあっては３

歳に、同条第３項の規定による請求にあっては小学校就学の始期に達した場合 

   イ 介護を事由とする時間外勤務の制限の場合 

     前記⑺イに掲げるいずれかの事由が生じた場合 

  ⑼ 前記⑺及び⑻の場合に該当することとなった職員は、遅滞なく、訓令別記様式第

２号の２の育児又は介護の状況変更届により所属長に届け出なければならない。 

 ５ 時間外勤務の制限の請求に対する所属長の留意事項 

   所属長は、条例第８条の２第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の

規定による時間外勤務の制限が育児又は介護を行う職員が働きながら子の養育又は要

介護者の介護を行うための時間を確保することができるようにするものであることを

考慮し、時間外勤務が制限される職員に、恒常的に時間外勤務をさせること、特定の

期間に過度に集中して時間外勤務をさせることその他当該時間の確保を妨げるような

時間外勤務をさせることがないように留意しなければならない。 

第８ 休日の代休日（訓令第８条関係） 

 １ 休日の取扱い 

   条例第９条の規定により、休日（国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

に規定する休日（以下「祝日法による休日」という｡）及び12月29日から翌年の１月３

日までの日（祝日法による休日を除く｡）をいう。以下同じ｡)は、正規の勤務時間が割

り振られていても、特に勤務を命ぜられる者を除き、勤務することを要しないことと

される。したがって、所属長が休日における業務処理の必要性、警戒力の確保等を勘

案して出勤することを命ずる者を除いては、休日に当たる勤務日においては、勤務を

することを要しない。 

 ２ 休日代休日の指定 

   職員に対し休日における正規の勤務時間の全部について、特に勤務を命じた場合に

は、公務運営上特に支障がない限り当該休日前に当該休日に代わる日（以下「代休日」

という｡）を指定することができる。 

   なお、代休日は当該休日後16週間内にある当該休日と同一の正規の勤務時間を割り

振った日とする。 

 ３ 代休日の指定を行う場合の留意事項 

   代休日の指定を行う場合には、次の事項に留意しなければならない。 

  ⑴ 代休日の指定は、所属長の判断により行うべきものであり、休日勤務を命じた場

合は、必ず代休日を指定しなければならない趣旨ではない。 

  ⑵ 代休日を指定することができるのは、休日の勤務時間の全部について、特に勤務

することを命じた場合である。したがって、休日の勤務時間の一部（時間単位によ

る分割）についてのみ勤務を命じた場合には、代休日を指定することはできない。 

  ⑶ 代休日は休日ではないので、再代休は認められない。 



  ⑷ 休日は暦日により、１回の勤務が二暦日にまたがっている場合においても、暦日

単位の勤務時間の勤務が代休日指定の対象となる。 

  ⑸ 代休日の指定は、休日前において行うこととされていることから、休日勤務後の

代休日の指定は認められない。 

 ４ 代休日の手続等 

  ⑴ 所属長への権限の委任 

    代休日の指定を行う権限は、事件事故その他事案の突発性とこれに即応する警察

業務の特殊性を考慮して、条例第10条の規定による本部長の権限を所属長に委任す

ることとした。これに伴い、所属長は、当該所属職員の代休日の指定については、

前記１から２までの要領及びこの３に定めるところに基づく適切な処理が行われる

ようにするため、訓令第13条第２項に規定する勤務管理者を指揮監督しなければな

らない。 

  ⑵ 代休日の指定の事務処理手続 

    代休日の指定は、できる限り休日の勤務命令と同時に指定するものとし、職員に

対して代休日指定簿（別記様式第２号）により、その勤務を命ずる休日、代休日等

を明らかにするものとする。ただし、代休日指定簿（別記様式第２号）に記載する

こととされている事項が全て含まれている場合には、所属長は、別に様式を定める

ことができる。 

    代休日の指定を受けた者は、共通事務システムの電子申請の事務処理をするもの

とする。 

    なお、代休日の指定前において職員から代休日の指定を希望しない旨を申し出た

場合には、代休日を指定しないこととする。 

第９ 有給休暇の取扱い（訓令第９条関係） 

 １ 年次休暇 

   条例第12条に規定する年次休暇の細部的取扱いは、次のとおりとする。 

  ⑴ 年次休暇の日数 

   ア １暦年の全部に在職している職員 

     在職期間が１年以上の職員についての１暦年の年次休暇の日数は、条例第12条

第１項に規定するところにより、20日である。 

   イ １暦年の全部に在職していない職員 

     １暦年の全部に在職していない職員についての年次休暇の日数は、次のとおり

である。 

    (ｱ) 次の(ｲ)及び(ｳ)に掲げる職員以外の職員で､年の途中において新たに職員とな

るものについては、規則第９条の２第２項第１号に規定するところにより、当該

職員のその年の在職期間の区分に応じ次の表に掲げる日数となる。 

在       職       期       間 年 次 休 暇 日 数 

１月に達するまでの期間 ２日 

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 

３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 



４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 

５月を超え６月に達するまでの期間 10日 

６月を超え７月に達するまでの期間 12日 

７月を超え８月に達するまでの期間 13日 

８月を超え９月に達するまでの期間 15日 

９月を超え10月に達するまでの期間 17日 

10月を超え11月に達するまでの期間 18日 

11月を超え１年未満の期間 20日 

    (ｲ) その年に国等の職員になった者で、人事交流等により引き続き県警察の職員

となった者については、規則第９条の２第２項第２号に規定するところにより、

国等の職員となった日に県職員になったものとみなして、その者の在職期間に

応じた前記(ｱ)の表の年次休暇の日数から国等の職員であった間に使用した年次

休暇に相当する休暇の日数を減じて得た日数となる。 

    (ｳ) その年の前年において国等の職員であった者で、人事交流等により引き続き

その年の途中に県警察の職員となったもの（その年の前年において県警察の職

員であった者で、引き続きその年に国等の職員となり引き続き再び県警察の職

員となった者を含む｡）については、規則第９条の２第４項第１号に規定すると

ころにより、20日にその年の前年における年次休暇に相当する休暇又は年次休

暇の残日数（当該日数が20日を超える場合にあっては、20日）を加えて得た日

数からその年において県警察の職員となった日の前日までに使用した年次休暇

に相当する休暇又は年次休暇の日数を減じて得た日数となる。 

    (ｴ) 前記(ｲ)及び(ｳ)で取り扱う日数に１日未満の端数があるときは、これを含め

て取り扱うこととする。 

  ⑵ 年次休暇の単位 

    年次休暇は、１日、半日又は１時間を単位として、職員の請求に基づき、次によ

り与えるものとする。 

   ア １日を単位とする年次休暇 

     １日を単位とする年次休暇は、通常勤務者にあっては月曜日から金曜日までの

日に、特別勤務者にあっては日勤日に取得するものとする。ただし、特別勤務者

は、当番日の全部の勤務時間（15時間30分）を年次休暇とすることができ、この

場合においては、年次休暇を２日として計算する。 

   イ 半日を単位とする年次休暇 

     通常勤務者及び通常勤務者と同様の勤務時間に正規の勤務時間を割り振られた

特別勤務者については、午前又は午後の全てを勤務しないときに、半日を単位と

した年次休暇を使用できる。 

     なお、半日を単位として使用した年次休暇に分単位の端数がある場合は、当該

端数を時間として換算する。 

   ウ 年次休暇の換算 

     １日以外の単位を使用した年次休暇は、７時間45分をもって１日とする。 

   エ １時間未満の端数を使用できる場合 



     年次休暇の残日数の全てを使用しようとする場合において、当該残日数に１時

間未満の端数がある場合には、当該残日数の全てを使用することができる。 

  ⑶ 年次休暇の繰越し 

    条例第12条第２項及び規則第10条の規定による年次休暇の繰越しは、次により行

う。 

   ア 労働基準法（昭和22年法律第49号）第39条第１項の規定の趣旨に基づき、１暦

年（その年の前年）の勤務日の日数の８割以上を出勤した職員に当該１暦年に与

えた年次休暇日数のうち使用しなかった日があるときは、次のイに掲げるところ

により、その翌年に限り年次休暇を繰り越すものとする。この場合、出勤日数の

計算に当たっては、当該１暦年における年次休暇、病気休暇（公務上の傷病又は

通勤による傷病に係るものに限る｡）、特別休暇又は介護休暇として使用した日、

職務に専念する義務を免除された日、正規の勤務時間の割り振られた休日、地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」と

いう。）に基づく育児休業期間及び病気休職（公務上の傷病又は通勤による傷病

に係るものに限る｡）は、出勤したものとして取り扱うものとする｡ 

     なお、年の途中において新たに採用された職員にあっては、当該採用の日以後

の期間について、国等の職員であった者で引き続きその年に新たに県警察の職員

となったものにあっては、その年の国等の職員であった期間を含めて、それぞれ

出勤日数の計算を行うものとする。 

   イ 繰越し日数 

     翌年への年次休暇の繰越し日数は、その年の年次休暇の残日数（１日未満の端

数があるときは、これを含んだ日数）を、20日を超えない範囲で繰り越すことが

できる。 

  ⑷ 年次休暇の付与 

    所属長は、条例第12条第３項に規定するところにより、職員から年次休暇の請求

があったときは、請求する時期に与えるものとするが、その時期に与えることが、

公務の運営上支障がある場合は、他の時期に与えることができる。 

    なお、前年から繰り越された年次休暇のある職員から年次休暇の請求があったと

きは、繰り越された年次休暇から先に請求されたものとして取り扱うものとする。 

 ２ 病気休暇 

   条例第13条に規定する病気休暇の細部的取扱いは、次のとおりとする。 

  ⑴ 病気休暇の期間 

    病気休暇の期間は、次のとおりである。 

   ア 公務上の傷病又は通勤による傷病の場合の病気休暇は、その療養に必要な最小

限度の期間 

   イ 私傷病の場合で(2)のアからウを除く病気休暇（以下「特定病気休暇」という。）

は、その療養に必要な最小限度の期間とし、除外日として定められる日（以下「除

外日」という。）を除き連続して90日を超えることはできない。 

  ⑵ 除外日として定められる日 

   ア 生理日の就業が著しく困難な場合 



   イ 公務上の傷病又は通勤による傷病の場合（派遣先の業務及び通勤を含む。） 

   ウ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）の規定による勤務時間の短縮措置を受

けた場合 

   エ 前記アからウにおける病気休暇を使用した日及びその病気休暇に係る療養期間

中の週休日、休日、代休日、年次休暇又は特別休暇の使用日等及び１日の勤務時

間の一部を勤務しない日 

  ⑶ 特定病気休暇の期間の通算 

    週休日、休日、代休日及び勤務時間の全部において時間外勤務代休時間が指定さ

れた勤務日以外の日（以下「要勤務日」という。）を４日以上含む連続８日以上の

特定病気休暇を使用した場合、この特定病気休暇の期間の末日の翌日から、１回の

勤務に割り振られた勤務時間の全てを勤務した日の日数（以下「実勤務日数」とい

う。）が20日に達する日までの間に、再度の特定病気休暇を使用したときは、当該

再度の特定病気休暇の期間と直前の特定病気休暇の期間は連続しているものとみな

す。 

  ⑷ 実勤務日数に含まれる特例 

    勤務時間の一部に次に掲げる事由により勤務しない時間がある場合、残りの勤務

時間を勤務すれば実勤務日数に含まれるものとする。 

   ア 育児休業法の規定による部分休業の承認を受けて勤務しない時間 

   イ 生理日の就業が著しく困難な場合における病気休暇の使用により勤務しない時 

    間 

   ウ 育児時間休暇、妊産婦の保健指導等休暇、妊婦の通勤緩和休暇、妊娠障害休暇

又は女性の健康管理休暇における特別休暇の使用により勤務しない時間 

   エ 介護休暇により勤務しない時間 

   オ 介護時間により勤務しない時間 

   カ 子育て支援部分休暇により勤務しない時間 

  ⑸ 特定病気休暇期間中に明らかに異なる私傷病により療養することとなった場合の

特定病気休暇の期間 

    使用した特定病気休暇の期間が除外日を除き連続して90日に達した場合において、

90日に達した日後においても引き続き当初の私傷病とは異なる私傷病による特定病

気休暇により療養する場合は、１回に限り、異なる特定病気休暇取得日から除外日

を除き90日を超えない範囲で取得することができる。 

  ⑹ 特定病気休暇が90日に達した日の翌日から実勤務日数が20日に達するまでの間に

明らかに異なる私傷病により療養することとなった場合の特定病気休暇の期間 

    特定病気休暇が90日に達した日の翌日から実勤務日数が20日に達するまでの間に

明らかに異なる私傷病により療養することとなった場合は、１回に限り、当該特定

病気休暇取得日から除外日を除き90日を超えない範囲で取得することができる。 

  ⑺ 病気休暇の期間計算中の週休日等の取扱い 

    療養期間中の連続する病気休暇の間にある週休日、休日、代休日、年次休暇又は

特別休暇を使用した日等及び１日の勤務時間の一部を勤務しない日については、特

定病気休暇を使用した日とみなす。 



  ⑻ 病気休暇の単位 

    病気休暇は、必要に応じて、１日、１時間又は１分を単位として、職員の請求に

基づき与えるものとする。ただし、特定病気休暇の期間の計算については、１日以

外を単位とする特定病気休暇を使用した日は、１日を単位とする特定病気休暇を使

用した日として取り扱うものとする。 

  ⑼ 病気休暇の付 

    所属長は、規則第15条第２項の規定により、職員から病気休暇の請求があった場

合において、療養のため勤務しないことがやむを得ないと認めるときは、次の事項

に配意して、これを承認しなければならない。 

   ア 連続する８日以上の期間（当該期間における要勤務日の日数が４日以上である

期間）の特定病気休暇又は請求に係る特定病気休暇の期間の初日前１月間におけ

る特定病気休暇を使用した日（要勤務日に特定病気休暇を使用した日に限る。）

の日数が通算して５日以上である場合における当該請求に係る特定病気休暇につ

いては、医師の診断書その他勤務しない事由を十分明らかにする証明書類の提出

を求めるものとする。 

   イ 私傷病による病気休暇の期間が長期に及ぶと、その職員に次のような給与上の

不利益が生じることから、病気休暇の承認に当たっては、事前にその旨を教示す

ること。 

    (ｱ) 勤務成績評定期間日数の６分の１又は２分の１以上に相当する日数を勤務し

なかった場合は、「富山県警察職員の昇格昇給実施要領」（平成24年３月22日付け

富務第 653号）第２の４⑵及び第２の４⑶により昇給区分Ｄ又はＥとなる。 

    (ｲ) 30日（週休日及び休日を除いた日）を超えて勤務しなかった場合には、期末

手当、勤勉手当及び期末特別手当に関する規則（平成18年富山県人事委員会規

則第271号）第22条第２項第７号により、勤勉手当の勤務期間による割合の算定

にあたって、その勤務しなかった全期間が除算される。 

  ⑽ 病気休暇の期間中の復職 

    所属長は、病気休暇の期間中であっても、職員から医師の診断に基づく復職願い

があったときは、これを復職させることができる。 

 ３ 特別休暇 

   条例第14条に規定する特別休暇の細部的取扱いは、次のとおりとする。 

  ⑴ 特別休暇の承認期間及び運用方針 

    規則第13条第１項各号に規定する特別休暇は、次により運用するものとする。 

   ア 公民権行使休暇 

     公職選挙法(昭和25年法律第100号）に規定する選挙権のほか、最高裁判所の裁

判官の国民審査、普通地方公共団体の議会の議員又は長の解職等の投票に係る権

利等を行使するための休暇である。 

   イ 官公署出頭休暇 

     職員が、証人、鑑定人、参考人等として、官公署からの求めに応じて出頭する

ための休暇である。 

     なお、この出頭とは、職員が公務として出頭する場合や私事（裁判員選任を辞



退するための届出等を含む。）により自ら官公署に赴く場合は含まない。 

   ウ 骨髄移植休暇 

     骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の提供

希望者として登録機関に対し登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄弟

姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹

細胞を提供する場合において、当該申出又は提供に伴い必要となる検査、入院等

のための休暇である。 

   エ ボランティア休暇 

     職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで被災者への支援活動、社会福祉施設等

における活動その他日常生活を営むのに支障がある者への援助活動等の社会に貢

献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く｡）を行うための休暇である。 

   オ 結婚休暇 

     結婚の日の７日前の日から当該結婚の日後１月間を経過する日までの間に与え

ることのできる休暇である。ただし、他の時期に利用することがやむを得ないと

本部長が認めた場合は、この限りでない。 

     なお、「結婚の日」は、婚姻届を市町村長に提出した日及び結婚式挙行の日の

うちから職員が選択した日とする。 

   カ 出生サポート休暇 

     職員が不妊治療（不妊の原因等を調べるための検査、不妊の原因となる疾病の

治療、タイミング法、人工授精、体外受精、顕微授精等をいう。）に係る通院等

（医療機関への通院、医療機関が実施する説明会への出席（これらにおいて必要

と認められる移動を含む。）等をいう。）のため勤務しないことが相当であると

認められる場合に与えることのできる休暇である。 

   キ 出産休暇 

    (ｱ) 産前休暇 

      出産予定の女性職員に対し 、その申出のあった場合に与える休暇であり、分

べん予定日を起算日とする。 

    (ｲ) 産後休暇 

      分べんをした女性職員に与える休暇であり、出産の日の翌日を起算日とする。 

   ク 育児時間休暇 

     生後３年に達しない子に対する授乳等のために職員（その配偶者（当該子につ

いて民法第817条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判

所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護するもの又は児童福祉法第27条第１項第３号の

規定により当該子を委託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親である者若しくは同条第１号に規定する養育里親である者（児童の親その他の

同法第27条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、同法第６

条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することができない

者に限る。）を含む。）がその子の育児をする職員を除く｡）に与える休暇である。 

   ケ 妊産婦の健康休暇 



    (ｱ) 妊産婦の保健指導等休暇 

      妊婦が最初に確認された日についても与えることができる。この休暇の承認

に当たっては、母子健康手帳等による確認を行うものとする。 

    (ｲ) 妊婦の通勤緩和休暇 

      通常の勤務を要する場合の登庁又は退庁の時間帯の交通機関の混雑の程度が

母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合に適用され、自転車又

は徒歩による通勤は､対象とならない。その承認は、前記(ｱ)と同様に、母子健

康手帳等により医師等の保健指導等の指導事項を確認して行うものとする。 

    (ｳ) 妊娠障害休暇 

      つわり(妊娠悪阻、妊娠貧血症、妊娠中毒症、切迫流産等の妊娠障害を含む。)

のため勤務をすることが著しく困難である場合に、妊娠期間を通じて、連続し

て又は断続して与える休暇である。 

   コ 女性の健康管理休暇 

     女性職員が生理のため勤務が著しく困難である場合の休暇である。 

   サ 妻の出産休暇 

     妻の出産に係る入院若しくは退院の際の付添い、出産時の付添い又は出産に係

る入院中の世話、子の出生の届出等のため、出産の予定日前１週間目に当たる日

から出産の日後２週間目に当たる日までの期間内において与える休暇である。 

   シ 男性職員の育児参加休暇 

     妻が出産する場合であってその出産の予定日前８週間目（多胎妊娠の場合にあっ

ては、14週間目）に当たる日から出産の日以後16週間目（この号に定める子を養

育する場合にあっては、１年目）に当たる日までの期間において、妻の世話又は

当該出産に係る子若しくは小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含む。）

の養育のため、必要に応じて与える休暇である。 

   ス 家族看護休暇 

     次の表に掲げる者の看護のため、１暦年において必要に応じて与える休暇であ

る。 

     なお、職員以外に看護を行うことができる者がいる場合であっても、職員が看

護を行う必要があり、実際にその看護を行う場合には認めるものとする。 

看護の内容 対象者 

負傷、疾病による治療、療養

中の看病及び通院等の世話（後

遺障害の機能回復訓練（リハビ

リテーション）の介助は含まな

い。） 

職員の配偶者、父母、子及び配偶者の

父母、祖父母、孫、兄弟姉妹 

職員と同居する配偶者の子、父母の配

偶者、配偶者の父母の配偶者及び子の配

偶者 

予防接種又は健康診断 
職員と同居する満12歳に達する日以後

の最初の３月31日までの間にある子 

   セ 短期介護休暇 

     要介護者の介護、要介護者の通院等の付き添い、要介護者が介護サービスを受

けるために必要な手続の代行その他の要介護者の必要な世話を行うため、１暦年

において必要に応じて与える休暇である。 



なお、所属長は、短期介護休暇を承認するに当たっては、要介護者の氏名、職

員との続柄及び職員との同居又は別居その他の要介護者の状態等申出書（別記様

式第３号）の提出を求めるものとする。 

   ソ 忌引休暇 

     親族が死亡した場合における葬儀、服喪等のための休暇である。 

   タ 慶弔休暇 

     職員及び配偶者の父母（養父母を含む｡）、配偶者及び子の追悼のための祭事、

法事等を行うための休暇である。 

   チ 災害等休暇 

    (ｱ) 住居復旧作業等休暇 

      災害により次のいずれかに該当する場合に認められる休暇であり、原則と

して、連続して与えるものとする。 

     ａ 職員の現住居の焼失、損壊等があった場合で、当該職員がその復旧作業

等を行うとき。 

     ｂ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が

著しく不足している場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことが

できないとき。 

     ｃ 単身赴任手当の支給に係る配偶者等の現住居が滅失し、又は損壊した場

合で、当該単身赴任手当の支給を受けている職員がその復旧作業等を行う

とき。 

    (ｲ) 出勤困難休暇 

      災害、交通機関の事故等により出勤が著しく困難である場合の休暇である。 

    (ｳ) 退勤途上の危険回避休暇 

      災害又は交通機関の事故等に際して、退勤途上における身体の危険を回避す

るための休暇である。 

   ツ 夏季休暇 

     ７月１日から９月30日までの期間における職員の健康保持のための休暇である。

ただし、特別勤務者のうち３交替制勤務者、４交替制勤務者その他本部長が指定

する者にあっては、６月１日から10月31日までの期間とする。 

  ⑵ 特別休暇の単位 

    特別休暇それぞれの承認期間と単位は別表第１のとおりとする。 

   ア １日を単位とする特別休暇 

     特別勤務者は、当番日の全部の勤務時間（15時間30分）を特別休暇とすること

ができ、この場合においては、特別休暇を２日として計算する。 

     なお、別表第１において１日単位のみ使用できることとなっている特別休暇に

ついては、正規の勤務時間の途中から取得した場合、それを承認された日を１日

として取り扱うものとする。 

   イ 半日を単位とする特別休暇 

     通常勤務者及び通常勤務者と同様の勤務時間に正規の勤務時間を割り振られた

特別勤務者については、午前又は午後の全てを勤務しないときに、半日を単位と



した特別休暇を使用できる。 

     なお、半日を単位として使用した特別休暇に分単位の端数がある場合は、当該

端数を時間として換算する。 

   ウ １時間を単位とする特別休暇 

     １日以外の単位を使用した特別休暇を日に換算する場合には、７時間45分をもっ

て１日とする。 

  ⑶ 特別休暇の付与 

   ア 所属長は、出産休暇、育児時間休暇及び女性の健康管理休暇については、条例

第16条及び規則第15条第１項の規定によりその承認は要しないこととされている

ことから、職員から請求の届出を受けたときは、これらの休暇を与えなければな

らない。 

   イ 所属長は、前記アに掲げた休暇以外の特別休暇について職員から請求があった

場合において、規則第15条第２項の規定により、規則第13条各号に規定する場合

に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。 

 ４ 有給休暇の手続 

  ⑴ 請求 

    年次休暇、病気休暇及び特別休暇を得ようとするときは、共通事務システムの電

子申請により請求するものとする。ただし、病気、災害その他やむを得ない事由に

よりあらかじめ請求することができなかった場合は、電話等の連絡により承認を受

け、事後において共通事務システムに入力するものとする。 

  ⑵ 承認の決定等 

    所属長は 、職員から病気休暇又は特別休暇の請求があったときは、速やかに承認

するかどうかを決定し、当該職員に対してその内容を通知するものとする。ただし、

当該請求があった場合において、当該請求に係る期間のうち当該請求があった日か

ら起算して１週間を経過する日（以下この項及び第10の４⑵において「１週間経過

日」という。）後の期間が含まれているときにおける当該期間については、１週間

経過日までに承認するかどうかを決定することができるものとする。 

    なお、所属長は、ボランティア休暇を承認するに当たっては、活動期間、活動の

種類、活動場所、活動内容等活動の計画を明らかにするため、ボランティア活動計

画書（別記様式第４号）の提出を求めるものとする。 

  ⑶ 病気休暇及び特別休暇の事由の確認 

    所属長は、病気休暇及び特別休暇については、その事由を確認する必要があると

認めるときは、証明書類の提出を求めることができる。 

第10 介護休暇、介護時間及び子育て支援部分休暇の取扱い（訓令第10条関係） 

 １ 介護休暇 

   条例第15条に規定する介護休暇の細部的取扱いは、次のとおりとする。 

  ⑴ 介護休暇の期間 

    介護休暇は職員が要介護者の介護をするため、所属長が、職員の申出に基づき、

要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

かつ、通算して６月を越えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）



内において勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇である。 

  ⑵ 期間の指定等 

   ア 職員は、指定期間の指定の申出をする場合は、指定期間の指定を希望する期間

の初日及び末日を介護休暇承認申請書に記入して、所属長に対し行わなければなら

ない。 

   イ 所属長は、指定期間の指定の申出があった場合には、当該申出による期間の

初日から末日までの期間の指定期間を指定するものとする。 

   ウ 職員は、指定された指定期間を延長して指定すること又は指定された指定期

間（延長の指定の申出に基づき指定された指定期間を除く。）を短縮して指定

することを申し出ることができる。この場合においては、改めて指定期間とし

て指定することを希望する期間の末日を介護休暇承認申請書に記入して、所属

長に対し申し出なければならない。 

   エ 指定期間の延長の指定の申出は、できる限り、指定期間の末日から起算して

１週間前の日までに行うものとし、指定期間の短縮の指定の申出は、できる限

り、当該申出に係る末日から起算して１週間前の日までに行うものとする。 

   オ 所属長は、指定期間の延長又は短縮の指定の申出があった場合には、すでに

指定された指定期間の初日から当該申出に係る末日までの期間の指定期間を指

定するものとする。 

   カ 所属長は、職員から申出のあった指定期間又は指定期間の延長の指定の申出

があった場合の当該申出に係る末日までの期間の全期間にわたり、訓令第10条

第２項ただし書きの規定により介護休暇を承認できないことが明らかである場

合は、当該期間を指定期間として指定しないものとし、申出の期間又は延長の

申出の期間中の一部の日が訓令第10条第２項ただし書きの規定により介護休暇

を承認できないことが明らかな日がある場合は、これらの期間から当該日を除

いた期間について指定期間を指定するものとする。 

キ 指定期間の通算は、暦に従って計算し、１月に満たない期間は、30日をもって

１月とする。 

  ⑶ 介護休暇の単位等 

   ア 介護休暇の単位は、１日又は１時間とする。 

   イ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終

業の時刻まで連続した４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承

認を受けて勤務しない時間がある日については、当該４時間から当該介護時間の

承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲内の時間とする。 

  ⑷ 介護休暇の取得 

   ア 介護に従事する期間が２週間に満たない場合や 、幼少児童の通常の養育等は、

介護休暇の対象とはならない。 



   イ 要介護状態が一旦終息した後に同じ病気が再発した場合は、新たに６月の休暇

を取得できるが、一つの状態が継続しているときに他の病気が併発した場合は、

新たな休暇は取得できない。 

   ウ 介護休暇は、介護の対象者ごとに休暇取得時の負傷、疾病等が継続している状

態に応じて、職員が最も必要と考えられる時期に計画的に６月の期間内で使用す

ることができる休暇であるので、休暇を断続的に取得することも可能である。 

   エ 複数の要介護者がいる場合は、時期をずらして個別に取得することも可能であ

るが、要介護者が複数いることをもって６月を超える休暇期間を一度に申し出る

ことはできない。 

  ⑸ 介護休暇の手続 

   ア 介護休暇は、あらかじめ訓令別記様式第３号の介護休暇承認申請書（休暇簿）

により請求するものとする。 

   イ 介護休暇の承認を受けようとする場合において、１回の指定期間について初め

て介護休暇の承認を受けようとするときは、２週間以上の期間について一括して

請求しなければならない。 

     なお、指定期間が２週間未満である場合等は以下の期間について一括して請求

するものとする。 

    (ｱ) １回の指定期間の初日から末日までの期間が２週間未満である場合 

      当該指定期間内において初めて介護休暇の承認を受けようとする日（以下こ

の項において「初日請求日」という。）から当該末日までの期間 

    (ｲ) １回の指定期間の初日から末日までの期間が２週間以上である場合であって、

初日請求日から２週間を経過する日（以下この項において「２週間経過日」と

いう。）が当該指定期間の末日より後の日である場合 

      初日請求日から当該末日までの期間 

    (ｳ) １回の指定期間の初日から末日までの期間が２週間以上である場合であって、

２週間経過日が公務の運営に支障がある日又は時間として指定期間として指定

する期間から除かれた日である場合 

      初日請求日から２週間経過日前の直近の指定期間として指定された日までの

期間 

 ２ 介護時間 

  ⑴ 介護時間 

    介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必

要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定

期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

  ⑵ 介護時間の単位等 

   ア 介護時間の単位は、30分とする。 

   イ 介護時間の時間は、第10の２⑴に規定する期間内において１日を通じ、始業

の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（育児休業法第19条第



１項の規定による育児部分休業、第９の３⑴に規定する育児時間休暇又は子育

て支援部分休暇の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該２時

間から当該育児部分休業、育児時間休暇又は子育て支援部分休暇の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲内で必要と認められる時間と

する。 

  ⑶ 介護時間の手続 

   介護時間は、あらかじめ訓令別記様式第３号の２の介護時間承認申請書（休暇

簿）及び共通事務システムにより請求するものとする。 

 ３ 子育て支援部分休暇 

  ⑴ 子育て支援部分休暇は、職員（育児短時間勤務職員等を除く。）が次に掲げる

子を養育するため、１日の勤務時間の一部について勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇とする。 

   ア 満６歳に達する日後の最初の４月１日から満９歳に達する日以後の最初の３

月31日までの間にある子 

   イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第４条第１項に規定する障害者又は同条第２項に規定する障害児で

ある子（以下「障害児等」という。）で、満９歳に達する日後の最初の４月１

日から満18歳に達する日以後の３月31日までの間にあるもの 

  ⑵ 子育て支援部分休暇の単位等 

   ア 子育て支援部分休暇の単位は、30分とする。 

   イ 子育て支援部分休暇の時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終

業の時刻まで連続した２時間（育児休業法第19条第１項の規定による育児部分

休業、育児時間休暇又は介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日につ

いては、当該２時間から当該育児部分休業、育児時間休暇又は介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲で必要と認められる時

間とする。 

  ⑶ 子育て支援部分休暇の手続 

   ア 子育て支援部分休暇は、あらかじめ子育て支援部分休暇承認請求書及び共通事

務システムにより請求するものとする。 

   イ 子育て支援部分休暇を請求する期間は、１回につき12月以内（年度末を限度）

とする。 

   ウ 子育て支援部分休暇の承認が、職員からの請求に基づき取り消された場合は、

共通事務システムに入力するものとする。 



 ４ 介護休暇、介護時間及び子育て支援部分休暇の承認の決定等 

  ⑴ 介護休暇及び介護時間の申請に当たっては、医師の証明書等要介護事由を明らか

にする書類を添付しなければならない。 

  ⑵ 子育て支援部分休暇の申請に当たっては、出生（産）証明書等請求に係る子の氏

名、続柄及び生年月日を証明する書類を添付しなければならない。また、満９歳に

達する日後の最初の４月１日以降にある障害児等について請求する場合は、障害の

状況がわかる書類を添付しなければならない。 

  ⑶ 所属長は、職員から介護休暇、介護時間又は子育て支援部分休暇の請求があった

ときは、速やかに承認するかどうかを決定し、当該職員に対してその内容を通知す

るものとする。ただし、当該請求があった場合において、当該請求に係る期間のう

ち１週間経過日後の期間が含まれているときにおける当該期間については、１週間

経過日までに承認するかどうかを決定することができるものとする。 

 ５ 子育て支援部分休暇に係る子が死亡した場合等の届出 

   子育て支援部分休暇の承認を受けた職員は、承認を受けた期間において次に掲げる

場合に該当することとなったときは、遅滞なく所属長に子育て支援部分休暇養育状況

変更届（別記様式第５号)により届け出なければならない。また、所属長は、子育て

支援部分休暇養育状況変更届の写しを警務部警務課長へ送付するものとする。 

  ⑴ 子育て支援部分休暇に係る子が死亡した場合 

  ⑵ 子育て支援部分休暇に係る子が職員の子でなくなった場合 

  ⑶ 子育て支援部分休暇に係る子を養育しなくなった場合 

  ⑷ 子育て支援部分休暇に係る子（障害児等に限る。）がその要件を欠くに至った場

合（当該子育て支援部分休暇に係る子が満18歳に達した日以後の最初の３月31日の

経過によりその要件を欠くに至った場合を除く。） 

  ⑸ 子育て支援部分休暇に係る子以外の子について、出産休暇を取得する場合又は育

児休業法の規定に基づく育児休業等の承認を得ようとする場合 

 ６ 給与の減額 

   介護休暇、介護時間及び子育て支援部分休暇については、その勤務しない１時間に

つき、富山県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和32年富山県条例第34号）第19

条第１項に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

第11 職務に専念する義務の免除（訓令第11条関係） 

 １ 職務に専念する義務の特例 

   地方公務員法（昭和25年法律第261号｡以下「地公法」という｡）第35条に規定する職

務に専念する義務の特例としては、次のものがある。 

  ⑴ 職専免条例の定めるもの 



    職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和26年富山県条例第20号。以下「職

専免条例」という｡）は、次の場合について、承認を得て、職務に専念する義務の免除

を受けることができると定めている。 

   ア 研修を受ける場合 

   イ 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

   ウ 富山県人事委員会が定める場合 

  ⑵ 職専免規則の定めるもの 

    職務に専念する義務の特例を定める規則（昭和26年富山県人事委員会規則第５号。

以下「職専免規則」という｡）は、職専免条例の規定を受けて、次のものを定めてい

る。 

   ア 地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第51条第１項若しくは第２項又

は第60条第１項の規定により、公務災害補償に関する審査請求又は再審査請求を

し、及びこれらの審査に出頭する場合 

   イ 地公法第46条の規定による勤務条件の措置に関し要求し、及びその審理に出頭

する場合 

   ウ 地公法第49条の２第１項の規定により、不利益処分についての不服申立てをし、

及びその審理に出頭する場合 

   エ 職員からの苦情相談に関する規則(平成17年富山県人事委員会規則第237号）第

２条の規定による苦情相談を行い、又は第５条に規定する調査に応じる場合 

   オ 地公法第55条第５項及び第６項の規定により、職員団体の代表者として、当局

と交渉を行う場合 

   カ 地公法第55条第11項の規定により、当局に不満を表明し、又は意見を申し出る

場合 

   キ 教育、研究等のため他の事務に従事する場合 

   ク 当該地方公共団体の特別職としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合 

   ケ 職務に関連のある国家公務員又は他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、

その職に属する事務を行う場合 

   コ 当該地方公共団体の行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められ

る会社その他の団体等の地位を兼ね、その地位に属する事務を行う場合 

   サ 休暇その他これに類するものとして勤務しないことについて特に認める規定に

よる場合 

   シ その他人事委員会が特に認める場合 

 ２ 職務に専念する義務の免除の手続 

  ⑴ 職員個々からの申請の場合 

    職員は、前記１⑴及び⑵の職務に専念する義務の特例の適用について承認を得よ

うとするときは、同１⑴イに該当する場合にあっては所属長に対し、その他のもの

に該当する場合にあっては本部長に対し、それぞれ訓令別記様式第４号の職務に専

念する義務の特例に関する承認申請書に、その必要を証明する書類等を添えて申請

を行わなければならない。ただし、同１⑴イに該当する場合にあっては、訓令別記

様式第４号に記載することとされている事項が全て含まれている場合には、所属長



は、別に様式を定めることができる。 

  ⑵ 本部長又は所属長の指定 

    本部長又は所属長は、その権限に係る職務に専念する義務の特例の適用について、

必要があると認めるときは、前記⑴の承認申請書等によることなく、指定を行うこと

ができる。 

第12 欠勤（訓令第12条関係） 

   欠勤の取扱いは、次のとおりとする。 

 １ 欠勤の判断基準 

   次の場合は、欠勤として取り扱うものとする。 

  ⑴ 休暇の届出を行わず、又は承認を受けていない場合 

   ア 前記第９の３⑴キ、ク及びコに掲げる事由について特別休暇の届出のないもの 

   イ 年次休暇、病気休暇、特別休暇（前記アの事由によるものを除く｡)、介護休暇、

介護時間及び子育て支援部分休暇に該当する事由について承認のないもの 

   ウ 遅刻及び早退について届出のないもの 

  ⑵ 休暇の期間を超えている場合 

    年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び子育て支援部分休暇に

ついて、承認等の期間を超えているもの 

  ⑶ 勤務命令に反して正規の勤務時間中に勤務しない場合 

   ア 上司の許可なしに職場を離れるもの 

   イ 勤務命令に反して職場を放棄するもの 

 ２ 届出及び承認申請の励行 

   職員は、欠勤に該当することとならないように、正当な理由があり、又はやむを得

ない場合に事後に行う場合を除き、あらかじめ、必要な届出又は承認申請を行わなけ

ればならない。休暇の承認を得ている場合においても、その承認等の期間を超えて勤

務に就かないこととする必要がある場合においては、承認申請の更新、他の休暇への

切替えによる承認申請等を行わなければならない。 

第13 勤務管理（訓令第13条関係） 

 １ 所属長の責務 

   警察業務は、常に県民の立場に立ち、的確、迅速に処理されなければならない。所

属長は、業務処理の必要性と実態を総合的かつ的確に把握し、公務を運営する責めを

負っている。事件事故その他の突発事案の初動活動、県民の安全と平穏を守るための

警察措置等が必要な場合においては、もとより必要な人員の職員を確保する必要があ

るが、これに併せて職員の勤務負担の実態を把握し、負担の公平化に配意するととも

に、常に勤務時間等の管理を徹底するよう職員を指揮監督し、勤務条件の改善に努め

なければならない。 

 ２ 勤務管理者 

  ⑴ 責務 

    職員の勤務時間等を適正に管理するため、所属長を補佐し具体的に勤務管理の任

に当たる者として、各所属の次席、副隊長、副所長、副センター長、副校長、副署

長又は次長を勤務管理者に指定した。 



    勤務管理者は、所属の業務処理の必要に応じ、勤務時間等がこの要領の定めると

ころにより適正に割り振られるよう職員を指揮監督するほか、次の事項について職

員の勤務実態を把握し、週休日の振替等、代休日の指定や時間外勤務の適正な処理、

年次休暇の取得促進その他勤務条件の改善に当たるものとする。 

   ア勤務日の出勤、退庁等の状況 

   イ 週休日の出勤、退庁等の状況及び振替等の状況 

   ウ 休日の出勤、退庁等の状況及び代休日の指定の状況 

   エ 休暇の取得状況 

  ⑵ 勤務実態の把握状況 

    勤務管理者は、職員の勤務実態の把握に当たっては、訓令別記様式第５号の勤務

記録簿、振替担当者から提出を受けた振替簿、代休日指定簿、勤務日誌その他必要

と認める書面を確認し、必要があると認めるときは、関係職員に報告を求めるもの

とする。ただし、勤務記録簿、振替簿、代休日指定簿においては、所属長が別に定

めたものがある場合は、それをもって確認することができるものとする。 

 ３ 勤務記録簿 

   個々の職員の勤務実態を記録するため、職員ごとに勤務記録簿を設けることとした。 

   勤務管理者は、その指定する職員をして、職員の勤務実態を次により勤務記録簿に

記録させておかなければならない。ただし、勤務記録簿に記載することとされている

事項が全て含まれている場合には、所属長は、別に様式を定めることができる。 

  ⑴ 「本年の年次休暇日数」欄 

   ア 「前年繰越分」欄 

     前記第９の１⑶による年次休暇の繰越し日数を記入する。 

   イ 「本年分」欄 

     前記第９の１⑴による年次休暇の日数を記入する。 

  ⑵ 「勤務状況」欄 

    次の表の整理番号欄に掲げる記号を用いて記入する。正規の勤務時間が７時間45

分の勤務日における職員の出勤を確認した場合は、その日の欄には何も記入しない

こと。 

    また、通常勤務者については、日曜日又は土曜日に４時間以上の勤務をさせて振

替等をしない場合は、それぞれ「日曜」又は「土曜」を二線で抹消すること。 

整理 

番号 
区          分 記   入   上   の   留   意   事   項 

出 出張   学校の入校の場合は、「出」に替えて入校期間に対応

する部分に「← →」を引き、その中央部に入校種別を

記入する。 

当 交替制勤務者の当番

日 

  ２日間にわたる勤務日の初日に記入する。 

 勤務変更した場合は、二線で抹消し、必要により他の記

号を記入する。 

休 特別勤務者の週休日 ４時間以上勤務させて振替等をしない場合は二線で抹消

する。 



日 休日勤務   毎日制勤務者（少年警察補導員及び交通巡視員を除く｡)

が、あらかじめ所属長が定めた毎月の勤務予定により出勤

を命じられた休日において勤務した場合に記入する。 

振  替 週休日の振替等 

注  週休日に３時間

30分以上の勤務を

させた場合に限り、

振替等が可能であ

る。 

通

常

勤

務

者

の

場

合 

 （日曜日５／14）                  （日５／19） 

   → 

 
 日  曜 

 矢印は不要 

(以下同じ｡) 
振  替 

 

 ５／19  ５／14  

 

  時間を単位としての勤務時間の割振り変更は、下段

に当該時間数を記入する。 

              ３時間30分の勤務変

更日 

   （土曜日５／20）                     ５／26金 

      → 

   

 

土  曜 ３時間30分

の勤務時間

の割振り変

更 

振  替  

   
3.5H 

５／26 

５／20 

3.5H 

    

  特

別

勤

務

者

の

場

合 

 （労休日６／２）                （振替日６／

23） 

   → 

   休  振  替  

日 勤

日 

   ６／23  ６／２  

   

  半日を単位としての勤務時間の割振り変更は、下段

に当該時間数を記入する。 

               ４時間の勤務変更

日 

 （労休日６／10）                 （振替日６／

13） 

   → 

    休 

 

4H ６／13 

 ４時間の

勤務時間の

割振り変更 

振  替 

 

６／10 4H 

 

日 勤

日 

    

    

     振替の表示日において振替等を消化できなかった場合

は、「振替」を二線で抹消する。 



代  休 休日の代休指定日  ⑴ 週休日の振替等の例に準じて記入する。 

 ⑵ 代休日は「代休」と記入する。 

 ⑶ 代休の表示日において、代休を消化できなかった場合

は「代休」を二線で抹消する。 

年 年次休暇 半日又は時間を単位としての休暇は、記号のほか、下段

に当該時間数を記入する。 

病 病気休暇  ⑴ 時間を単位としての休暇は、記号のほか、下段に当該

時間数を記入する。 

 ⑵ 「公傷病」、「通勤傷病」又は「私傷病」の区分を下

段に記入する。 

 ⑶ 長期間にわたる場合は､出張の例に準ずる｡  

 ⑷ 病気休暇期間中の復職にあっては、⑶による表示の上

に「復職」と記入する。 

 ⑸ 公務災害の認定請求を行った傷病にあっては、認定さ

れるまでの間、⑵の記入を留保する。 

特 特別休暇 半日又は時間を単位としての休暇は、記号のほか、下段

に当該時間数を記入する。 

介 介護休暇又は介護時

間 

時間又は30分を単位としての休暇は、記号のほか、下段

に当該時間数を記入する。 

職  免 職務に専念する義務

の免除 

 ⑴ 下段には、時間帯及び時間数を時、分を単位として記

入する。 

 ⑵ 長期間にわたる場合は､出張の例に準ずる｡ 

休  職 地公法第28条第２項

の規定による休職 

長期間にわたる場合は、出張の例に準ずる。 

休 業 育児休業又は配偶者

同行休業 

同                  上 

 

部  休 部分休業、子育て支援

部分休暇又は高齢者

部分休業 

  下段には、時間数を時、30分又は５分を単位として記入

する。 

停  職 地公法第29条第１項

の規定による停職 

  長期間にわたる場合は、出張の例に準ずる。 

欠 欠勤   下段には、時間帯及び時間数を時、分を単位として記入

する。 

 

採  用 新規採用   新たに本県警察職員として採用（人事交流を含む｡)され

た日に記入する。 

退  職 退職   退職発令日に記入する。 

 

  ⑶ 「集計」欄 

    毎月末に、職員の当月分の週休日、年次休暇、病気休暇、特別休暇、職務に専念

する義務の免除、欠勤、介護休暇、休職及び停職の日数等を記入する。この場合、



この欄の斜線の左上には合計日数を、斜線の右下には合計後に１日を換算できない

端数の時間数を記入する。 

    なお、「週休日」欄については、その月の週休日の日数、その消化の日数（振替

等による消化を含む｡)及び振替等による消化日数を記入する。 

  ⑷ 「本年の出勤状況」欄 

    出勤した日数が、１暦年の勤務日の全日数の８割に満たない職員についてのみ記

入する。 

  ⑸ 「翌年への年次休暇の繰越し」欄 

   ア 「年末の勤務年数」欄 

     その年の12月31日現在における勤務年数を記入する。この場合、１年に満たな

い端数は、切り上げて記入すること。 

   イ 「翌年への繰越し日数」欄 

     前記第９の１(3)イによる翌年への繰越し日数を記入する。 

 

別記様式以下省略 


